
測定項目
目的変数：フレイルの発生、フレイル得点
• 基本チェックリスト25項目版
• 該当数が8項目以上：フレイル

説明変数：通いの場への参加
• 通いの場に月１回以上参加：参加者

調整変数
• 時間固定共変量（性、年齢、最終学歴、フレイル得点の初期値）
• 時間依存性共変量（婚姻状態、同居者、主観的健康感、治療疾患、
飲酒、喫煙）

統計解析
• 多重代入法による欠測値の補完
• 一般化推定方程式

背景・目的

背景
• 近年、通いの場参加による介護予防効果が検討されている。
• 先行研究の観察期間は短く、長期間追跡し、反復測定データを用い
た、長期的な影響について詳細な検討はされていない。

目的
• 複数時点でフレイル状態を評価したパネルデータを用いて、地域在
住高齢者の通いの場参加によるフレイル予防効果を検証した。

方法：調査項目・統計解析
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結果

• 通いの場参加割合は全体で9.2％と低く、特に前期高齢男性で低いため、高齢者の参加を促し、広く普及する必要がある。

• 介護予防に資する通いの場に参加する者は、不参加者よりも将来の要介護リスクが低い可能性が示唆された。

• 通いの場参加者が増加することで、将来の要介護認定者が抑制されることが期待される。

結論

方法：対象者・調査方法

山梨県都留市に居住する65歳以上の自立高齢者（n = 6661)

初回調査（2016年）回答者（n = 5311，回収率：79.7%）

追跡調査対象者（n = 4572）
2018年1月，2019年1月，2022年1月にそれぞれ調査実施

死亡、入院、転居、要介護認定
（n = 739）

2022年調査未回答者（n = 712）

解析対象者（n = 3705，追跡率：70.0%）

通いの場参加によるフレイル予防効果
6年間の反復測定データを用いた検討
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